
令和７年議案第４７号 

 

   令和８年度使用小学校用教科用図書の採択について 

 

 令和８年度使用小学校用教科用図書の採択について、江南市教育委員会の議決を求

める。 

 

  令和７年８月６日提出 

 

江南市教育委員会     

教育長 高田 和明   

 

 

   提案理由 

 この案を提出するのは、令和８年度使用小学校用教科用図書の採択について、江南

市教育委員会の議決が必要であるからであります。 



令和７年議案第４８号 

 

   令和８年度使用中学校用教科用図書の採択について 

 

 令和８年度使用中学校用教科用図書の採択について、江南市教育委員会の議決を求

める。 

 

  令和７年８月６日提出 

 

江南市教育委員会     

教育長 高田 和明   

 

 

   提案理由 

 この案を提出するのは、令和８年度使用中学校用教科用図書の採択について、江南

市教育委員会の議決が必要であるからであります。 



教科用図書選定に関する法令 
 

○義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律 
（昭和 38 年法律第 182 号） 

（都道府県の教育委員会の任務） 

第 10 条 都道府県の教育委員会は、当該都道府県内の義務教育諸学校において使用する教科

用図書の採択の適正な実施を図るため、義務教育諸学校において使用する教科用図書の研究

に関し、計画し、及び実施するとともに、市（特別区を含む。以下同じ。）町村の教育委員

会及び義務教育諸学校（公立の義務教育諸学校を除く。）の校⾧の行う採択に関する事務に

ついて、適切な指導、助言又は援助を行わなければならない。 

（教科用図書選定審議会） 

第 11 条 都道府県の教育委員会は、前条の規定により指導、助言又は援助を行なおうとする

ときは、あらかじめ教科用図書選定審議会（以下「選定審議会」という。）の意見をきかな

ければならない。 

２ 選定審議会は、毎年度、政令で定める期間、都道府県に置く。 

３ 選定審議会は、条例で定める人数の委員で組織する。 

（採択地区） 

第 12 条 都道府県の教育委員会は、当該都道府県の区域について、市町村の区域又はこれら

の区域を併せた地域に、教科用図書採択地区（以下この章において「採択地区」という。）

を設定しなければならない。 

２ 都道府県の教育委員会は、採択地区を設定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ

市町村の教育委員会の意見をきかなければならない。 

３ 都道府県の教育委員会は、採択地区を設定し、又は変更したときは、すみやかにこれを告

示するとともに、文部科学大臣にその旨を報告しなければならない。 

（教科用図書の採択） 

第 13 条 都道府県内の義務教育諸学校（都道府県立の義務教育諸学校を除く。）において使用

する教科用図書の採択は、第 10 条の規定によつて当該都道府県の教育委員会が行なう指導、

助言又は援助により、種目（教科用図書の教科ごとに分類された単位をいう。以下同じ。）

ごとに一種の教科用図書について行なうものとする。 

２ 都道府県立の義務教育諸学校において使用する教科用図書の採択は、あらかじめ選定審議

会の意見をきいて、種目ごとに一種の教科用図書について行なうものとする。 

３ 公立の中学校で学校教育法第 71 条の規定により高等学校における教育と一貫した教育を

施すもの及び公立の中等教育学校の前期課程において使用する教科用図書については、市町

村の教育委員会又は都道府県の教育委員会は、前２項の規定にかかわらず、学校ごとに、種

目ごとに一種の教科用図書の採択を行うものとする。 

４ 第１項の場合において、採択地区が２以上の市町村の区域を併せた地域であるときは、当



該採択地区内の市町村の教育委員会は、協議により規約を定め、当該採択地区内の市町村立

の小学校、中学校及び義務教育学校において使用する教科用図書の採択について協議を行う

ための協議会（次項及び第十七条において「採択地区協議会」という。）を設けなければな

らない。 

５ 前項の場合において、当該採択地区内の市町村の教育委員会は、採択地区協議会における

協議の結果に基づき、種目ごとに同一の教科用図書を採択しなければならない。 

６ 第１項から第３項まで及び前項の採択は、教科書の発行に関する臨時措置法（昭和 23 年

法律第 132 号。以下「臨時措置法」という。）第六条第一項の規定により文部科学大臣から

送付される目録に登載された教科用図書のうちから行わなければならない。ただし、学校教

育法附則第９条第１項に規定する教科用図書については、この限りでない。 

（同一教科用図書を採択する期間） 

第 14 条 義務教育諸学校において使用する教科用図書については、政令で定めるところによ

り、政令で定める期間、毎年度、種目ごとに同一の教科用図書を採択するものとする。 

（採択した教科用図書の種類等の公表） 

第 15 条 市町村の教育委員会、都道府県の教育委員会及び義務教育諸学校（公立の義務教育

諸学校を除く。）の校⾧は、義務教育諸学校において使用する教科用図書を採択したときは、

遅滞なく、当該教科用図書の種類、当該教科用図書を採択した理由その他文部科学省令で定

める事項を公表するよう努めるものとする。 

（政令への委任） 

第 17 条 この章に規定するもののほか、選定審議会の所掌事務、組織及び運営並びに採択地

区の設定、採択地区協議会の組織及び運営、採択の時期その他採択に関し必要な事項は、政

令で定める。 

 

 

○義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律施行令 
（昭和 39 年政令第 14 号） 

（教科用図書選定審議会の設置期間） 

第７条 教科用図書選定審議会（以下「選定審議会」という。）を置く期間は、４月１日から

８月 31 日までとする。 

（選定審議会の所掌事務） 

第８条 選定審議会は、都道府県の教育委員会の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査審議し、

及び必要と認めるときは、これらの事項について都道府県の教育委員会に建議する。 

１ 市（特別区を含む。以下同じ。）町村の教育委員会及び義務教育諸学校（公立の義務教育

諸学校を除く。）の校⾧の行う教科用図書の採択に関する事務について都道府県の教育委員

会の行う採択基準の作成、選定に必要な資料の作成その他指導、助言又は援助に関する重要

事項 



２ 都道府県の設置する義務教育諸学校において使用する教科用図書の採択に関する事項 

（選定審議会の委員） 

第９条 選定審議会の委員は、次に掲げる者のうちから、都道府県の教育委員会が任命する。

この場合において、第１号に掲げる者のうちから任命される委員の数は、委員の定数のおお

むね３分の１になるようにしなければならない。 

（１）義務教育諸学校の校⾧及び教員 

（２）都道府県の教育委員会の事務局に置かれる指導主事その他学校教育に専門的知識を有す

る職員並びに市町村の教育委員会の教育⾧、委員及び事務局に置かれる指導主事その他学

校教育に専門的知識を有する職員 

（３）教育に関し学識経験を有する者 

２ 教科用図書の採択に直接の利害関係を有する者は、選定審議会の委員となることができな

い。 

（教育委員会規則への委任） 

第 10 条 前条に定めるもののほか、選定審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、都道府

県の教育委員会規則で定める。 

（採択地区協議会の組織及び運営） 

第 11 条 採択地区協議会は、関係市町村の教育委員会が採択地区協議会の規約の定めるとこ

ろにより指名する委員をもつて組織する。 

２ 採択地区協議会に会⾧を置き、採択地区協議会の規約の定めるところにより、委員のうち

から定める。 

３ 会⾧は、会務を総理する。 

４ 会⾧に事故があるときは、会⾧があらかじめ指名する委員が、その職務を代理する。 

５ 前各項に定めるもののほか、採択地区協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、採択地

区協議会の規約で定める。 

（採択地区協議会の規約事項） 

第 12 条 採択地区協議会の規約には、次に掲げる事項を定めなければならない。 

（１）採択地区協議会の名称 

（２）採択地区協議会を設ける市町村の教育委員会 

（３）採択地区協議会の組織 

（４）教科用図書の選定の方法 

（５）採択地区協議会の経費の支弁の方法 

（採択地区協議会の規約の変更） 

第 13 条 採択地区協議会を設けた市町村の教育委員会は、採択地区協議会の規約を変更しよ

うとするときは、協議によりこれを行わなければならない。 

（採択の時期） 

第 14 条 義務教育諸学校において使用する教科用図書の採択は、当該教科用図書を使用する



年度の前年度の８月 31 日までに行わなければならない。 

２ ９月１日以後において新たに教科用図書を採択する必要が生じたときは、速やかに教科用

図書の採択を行わなければならない。 

（同一教科用図書を採択する期間） 

第 15 条 法第 14 条の規定により種目ごとに同一の教科用図書を採択する期間（以下この条に

おいて「採択期間」という。）は、学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）附則第９条第１項

に規定する教科用図書を採択する場合を除き、４年とする。 

２ 採択期間内において採択した教科用図書（以下この条において「既採択教科用図書」とい

う。）の発行が行われないこととなつた場合その他の文部科学省令で定める場合には、新た

に既採択教科用図書以外の教科用図書を採択することができる。 

３ 前項に規定する場合（教育課程の基準の変更に伴い既採択教科用図書の発行が行われない

こととなつた場合を除く。）において、新たに採択する教科用図書についての採択期間は、

第１項の規定にかかわらず、既採択教科用図書についての採択期間から文部科学省令で定め

る期間を控除した期間とする。 

 

 

○義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律施行規則 
（昭和 39 年文部科学省令第２号） 

（同一教科用図書の採択の特例） 

第６条 法第 14 条の規定により種目ごとに同一の教科用図書を採択する期間についての令第

15 条第２項の規定により文部科学省令で定める場合は、教育課程の基準の変更に伴い採択

した教科用図書の発行が行われないこととなつた場合及び次の各号に掲げる場合とし、同条

第３項の規定により文部科学省令で定める期間は当該各号に掲げる場合の区分に応じ当該

各号に定める期間とする。 

（１）採択した教科用図書の発行が行われないこととなつた場合（教育課程の基準の変更に伴

い採択した教科用図書の発行が行われないこととなつた場合を除く。） 発行が行われな

いこととなつた教科用図書を採択していた期間 

（２）採択した教科用図書の採択に関し発行者その他の教科用図書の採択に直接の利害関係を

有する者の不公正な行為があつたと認められる場合 当該採択に関し不公正な行為があ

つたと認められる教科用図書を採択していた期間 

（３）教科用図書検定規則（平成元年文部省令第 20 号）第 12 条の規定による再申請（同条に

規定する検定審査不合格の決定の通知に係る申請図書について、当該通知を受けた年度の

翌年度に行われたものに限る。）により文部科学大臣の検定を経て、新たに発行されるこ

ととなつた教科用図書がある場合 当該再申請が行われた年度に採択された教科用図書

を採択していた期間 

（４）採択地区が設定又は変更された場合 採択地区の設定又は変更前に当該地域において採

択されていた教科用図書の採択されていた期間 



（５）採択地区内において市（特別区を含む。以下同じ。）町村又は義務教育諸学校（公立の

義務教育諸学校を除く。以下この号において同じ。）若しくは法第 13 条第３項に規定する

学校が設置された場合 市町村又は義務教育諸学校若しくは同項に規定する学校の設置

前に当該市町村又は義務教育諸学校若しくは同項に規定する学校が設置された地域の属

する採択地区内において採択されていた教科用図書の採択されていた期間 

（教科用図書を採択したときに公表すべき事項） 

第７条 法第 15 条の文部科学省令で定める事項は、次に掲げるものとする。 

（１）義務教育諸学校において使用する教科用図書の研究のために資料を作成したときは、そ

の資料 

（２）採択地区協議会を設ける市町村の教育委員会にあつては、採択地区協議会の会議の議事

録を作成したときは、その議事録 

 

 

○学校教育法 
（昭和 22 年法律第 26 号） 

第 34 条 小学校においては、文部科学大臣の検定を経た教科用図書又は文部科学省が著作の

名義を有する教科用図書を使用しなければならない。 

２ 前項に規定する教科用図書（以下この条において「教科用図書」という。）の内容を文部

科学大臣の定めるところにより記録した電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知

覚によつては認識することができない方式で作られる記録であつて、電子計算機による情報

処理の用に供されるものをいう。）である教材がある場合には、同項の規定にかかわらず、

文部科学大臣の定めるところにより、児童の教育の充実を図るため必要があると認められる

教育課程の一部において、教科用図書に代えて当該教材を使用することができる。 

第 49 条 第 30 条第２項、第 31 条、第 34 条、第 35 条及び第 37 条から第 44 条までの規定は、

中学校に準用する。この場合において、第 30 条第２項中「前項」とあるのは「第 46 条」と、

第 31 条中「前条第１項」とあるのは「第 46 条」と読み替えるものとする。 

第 82 条 第 26 条、第 27 条、第 31 条（第 49 条及び第 62 条において読み替えて準用する場

合を含む。）、第 32 条、第 34 条（第 49 条及び第 62 条において準用する場合を含む。）、第

36 条、第 37 条（第 28 条、第 49 条及び第 62 条において準用する場合を含む。）、第 42 条

から第 44 条まで、第 47 条及び第 56 条から第 60 条までの規定は特別支援学校に、第 84 条

の規定は特別支援学校の高等部に、それぞれ準用する。 

附則第９条 高等学校、中等教育学校の後期課程及び特別支援学校並びに特別支援学級におい

ては、当分の間、第 34 条第１項（第 49 条、第 49 条の８、第 62 条、第 70 条第１項及び第

82 条において準用する場合を含む。）の規定にかかわらず、文部科学大臣の定めるところに

より、第三十四条第一項に規定する教科用図書以外の教科用図書を使用することができる。 

 



 

○教科書の発行に関する臨時措置法 
（昭和 23 年法律第 132 号） 

第５条 都道府県の教育委員会は、毎年、文部科学大臣の指示する時期に、教科書展示会を開

かなければならない。 

２ 教科書展示会に関しては、文部科学省令をもつてその基準を定める。 

 

 

○教科書の発行に関する臨時措置法施行規則 
（昭和 23 年文部科学省令第 15 号） 

第４条 都道府県の教育委員会は、数個の地域において教科書展示会を開催することができる。 

第５条 教科書展示会は、６月１日から７月 31 日までの間にこれを行うものとし、毎年その

開始の時期及び期間を指示する。 

２ 前項の指示は、告示をもつてこれを行う。 

第９条 都道府県の教育委員会は、出品教科書を１年間保存しなければならない。 

２ 前条第３項の通知があつたときは、都道府県の教育委員会は、保存本を出品するものとす

る。 

第 10 条 教科書展示会は、一般にこれを公開することができる。 

 

 

〇愛知県教科用図書選定審議会の委員の定数を定める条例 
（昭和 39 年条例第 41 号） 

 義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律（昭和 38 年法律第 182 号）第 11 条

第３項の規定に基づく愛知県教科用図書選定審議会の委員の定数は、20 人とする。 

 

 

〇愛知県教科用図書選定審議会規則 
（昭和 39 年教育委員会規則第６号） 

（趣旨） 

第１条 この規則は、義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律施行令（昭和 39

年政令第 14 号）第 10 条の規定に基づき、愛知県教科用図書選定審議会（以下「審議会」と

いう。）に関し必要な事項を定めるものとする。 

第２条 審議会に会⾧及び副会⾧１人を置く。 

２ 会⾧及び副会⾧は、委員のうちから互選する。 

３ 会⾧は、会務を総理する。 



４ 副会⾧は、会⾧を補佐し、会⾧に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第３条 審議会の会議は、会⾧が招集する。 

２ 審議会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会⾧の決するところによ

る。 

（調査員） 

第４ 審議会に、専門の事項を調査するため、調査員を置くことができる。 

２ 調査員は、教育委員会事務局及び教育機関の職員並びに学識経験がある者のうちから、

教育⾧が委嘱する。 



令和７年議案第４９号 

 

   「第５７回 愛知県学校視聴覚教育研究大会（江南大会）」の後援名義使用に 

ついて 

 

 別紙の者より江南市教育委員会後援名義使用承認申込書の提出がありましたので、

江南市教育委員会の後援名義使用に関する要綱第３条第１項の規定に基づき江南市教

育委員会の承認を求める。 

 

  令和７年８月６日提出 

 

江南市教育委員会      

教育長 高田 和明    

 

 

   提案理由 

 この案を提出するのは、江南市教育委員会の後援名義使用承認申込書を受理したか

らであります。 



令和７年議案第５０号 

 

   「おとのにわ・いのちのにわ」の後援名義使用について 

 

 別紙の者より江南市教育委員会後援名義使用承認申込書の提出がありましたので、

江南市教育委員会の後援名義使用に関する要綱第３条第１項の規定に基づき江南市教

育委員会の承認を求める。 

 

  令和７年８月６日提出 

 

江南市教育委員会     

教育長 高田 和明   

 

 

   提案理由 

 この案を提出するのは、江南市教育委員会の後援名義使用承認申込書を受理したか

らであります。 



令和７年議案第５１号 

 

  「森のめぐみ・アイデアいっぱいの積み木を楽しもう。」の後援名義使用につい

て 

 

 別紙の者より江南市教育委員会後援名義使用承認申込書の提出がありましたので、

江南市教育委員会の後援名義使用に関する要綱第３条第１項の規定に基づき江南市教

育委員会の承認を求める。 

 

  令和７年８月６日提出 

 

江南市教育委員会     

教育長 高田 和明   

 

 

   提案理由 

 この案を提出するのは、江南市教育委員会の後援名義使用承認申込書を受理したか

らであります。 



令和７年議案第５２号 

 

   「時計台が見つめた『昭和』―激動の歴史を振り返る―」の後援名義使用に 

ついて 

 

 別紙の者より江南市教育委員会後援名義使用承認申込書の提出がありましたので、

江南市教育委員会の後援名義使用に関する要綱第３条第１項の規定に基づき江南市教

育委員会の承認を求める。 

 

  令和７年８月６日提出 

 

江南市教育委員会      

教育長 高田 和明    

 

 

   提案理由 

 この案を提出するのは、江南市教育委員会の後援名義使用承認申込書を受理したか

らであります。 



令和７年議案第５３号 

 

   「映画『春の香り』特別上映会 in Konan」の後援名義使用について 

 

 別紙の者より江南市教育委員会後援名義使用承認申込書の提出がありましたので、

江南市教育委員会の後援名義使用に関する要綱第３条第１項の規定に基づき江南市教

育委員会の承認を求める。 

 

  令和７年８月６日提出 

 

江南市教育委員会      

教育長 高田 和明    

 

 

   提案理由 

 この案を提出するのは、江南市教育委員会の後援名義使用承認申込書を受理したか

らであります。 



令和７年議案第５４号 

 

   「第１回江南市民ボウリング大会」の後援名義使用について 

 

 別紙の者より江南市教育委員会後援名義使用承認申込書の提出がありましたので、

江南市教育委員会の後援名義使用に関する要綱第３条第１項の規定に基づき江南市教

育委員会の承認を求める。 

 

  令和７年８月６日提出 

 

江南市教育委員会      

教育長 高田 和明    

 

 

   提案理由 

 この案を提出するのは、江南市教育委員会の後援名義使用承認申込書を受理したか 

らであります。 



令和７年議案第５５号 

 

   「第７８回全国高等学校バスケットボール選手権大会愛知県大会」の後援名義

使用について 

 

 別紙の者より江南市教育委員会後援名義使用承認申込書の提出がありましたので、

江南市教育委員会の後援名義使用に関する要綱第３条第１項の規定に基づき江南市教

育委員会の承認を求める。 

 

  令和７年８月６日提出 

 

江南市教育委員会      

教育長 高田 和明    

 

 

   提案理由 

 この案を提出するのは、江南市教育委員会の後援名義使用承認申込書を受理したか 

らであります。 

 


